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○名古屋市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則 

平成18年３月31日 

規則第107号 

注 令和２年３月から改正経過を注記した。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17年法律第123号。以下「法」という。）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律施行令（平成18年政令第10号。以下「政令」という。）、障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成18年厚生労働省令第

19号）及び名古屋市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行

条例（平成18年名古屋市条例第18号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（審査部会の数） 

第２条 名古屋市障害支援区分認定等審査会（以下「審査会」という。）に政令第８条第１

項に規定する合議体として17の審査部会を置く。 

（令８規則100・一部改正） 

（所掌事務） 

第３条 審査会は、政令第10条第２項に規定する障害支援区分に関する審査判定業務のほ

か、法第22条第１項に規定する支給要否決定及び法第51条の７第１項に規定する給付要

否決定を行うに当たっての意見の陳述を行う。 

（令８規則100・一部改正） 

（審査部会の定数及び予備委員） 

第４条 審査部会を構成する委員の定数は、５人とする。 

２ 審査会には、前項に規定する審査部会を構成する委員のほか85人以内の予備委員を置

く。 

（令８規則100・一部改正） 

（部会長及び副部会長） 

第５条 審査部会に政令第８条第２項に規定する長として部会長を置き、部会長が指名する

副部会長１人を置く。 

２ 部会長は、審査部会を招集し、会議の議長となる。 

３ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、そ



2/67 

の職務を代理する。 

（庶務） 

第６条 審査会の庶務（次項に規定する審査部会の庶務を除く。）は、健康福祉局障害福祉

部障害者支援課において処理する。 

２ 審査部会の庶務は、健康福祉局障害福祉部障害者支援課及び区役所保健福祉センター福

祉部福祉課において処理する。 

（令８規則100・一部改正） 

（委任） 

第７条 この規則に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、会長が審査会に

諮って定める。 

（支給決定の申請） 

第８条 法第19条第１項に規定する介護給付費等の支給及び法第70条第１項に規定する療

養介護医療費の支給を受けようとするときは、介護給付費・訓練等給付費・特定障害者特

別給付費・地域相談支援給付費・療養介護医療費支給申請書兼利用者負担額減額・免除等

申請書に障害福祉サービス受給者証（以下「受給者証」という。）を添付して区長に提出

しなければならない。ただし、受給者証の交付を受けていない障害者又は障害児の保護者

が支給を受けようとするときは、受給者証の添付を要しない。 

２ 前項の申請書（障害者に係るものに限る。）を受け付けた区長は、必要に応じて、法第

21条第１項の規定による障害支援区分の認定を行い、障害支援区分を認定したときは障

害支援区分認定通知書を、認定しなかったときは障害支援区分認定非該当通知書を速やか

に申請者に交付する。 

３ 第１項の申請書を受け付けた区長は、法第22条第１項の規定による支給要否決定を行

い、申請の全部又は一部を承認したときは介護給付費・訓練等給付費・特定障害者特別給

付費・地域相談支援給付費・療養介護医療費支給決定等通知書兼利用者負担額減額・免除

等決定通知書、受給者証及び療養介護医療受給者証（療養介護医療費の支給の決定をした

ときに限る。）を、承認しなかったときは却下決定通知書を速やかに申請者に交付する。 

（支給決定の取消し） 

第９条 区長は、法第25条第１項の規定により支給決定を取り消したときは、支給決定等

取消通知書により支給決定障害者等（法第５条第24項に規定する支給決定障害者等をい

う。以下同じ。）に通知するものとする。 

（令７規則102・一部改正） 
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（申請内容の変更の届出） 

第10条 政令第15条の規定による届出は、申請内容変更届出書により行うものとする。 

（利用者負担額減額・免除等の申請） 

第11条 法第29条第３項の規定による利用者負担額の減額又は免除及び法第34条第１項に

規定する特定障害者特別給付費の支給を受けようとするときは、介護給付費・訓練等給付

費・特定障害者特別給付費・地域相談支援給付費・療養介護医療費支給申請書兼利用者負

担額減額・免除等申請書に受給者証を添付して区長に提出しなければならない。この場合

において、法第70条第１項に規定する療養介護医療費の支給を受けている障害者が法第

29条第３項の規定による利用者負担額の減額又は免除を受けようとするとき及び法第34

条第１項に規定する特定障害者特別給付費（共同生活援助に係るものを除く。）の支給を

受けようとするときは、併せて収入申告書を提出しなければならない。 

２ 前項の申請書を受け付けた区長は、申請の全部又は一部を承認したときは介護給付費・

訓練等給付費・特定障害者特別給付費・地域相談支援給付費・療養介護医療費支給決定等

通知書兼利用者負担額減額・免除等決定通知書を、承認しなかったときは却下決定通知書

を速やかに申請者に交付する。 

（特例介護給付費の額等） 

第12条 法第30条第３項に規定する特例介護給付費及び特例訓練等給付費の額は、同項の

規定により市町村が当該額を定める際の基準とされている額とする。ただし、区長が特別

の理由があると認めるときは、別に定める額とすることができる。 

（介護給付費等の額の特例） 

第13条 支給決定障害者等について、次の表の左欄に掲げる事由があるときは、それぞれ

同表の中欄に定める期間について、右欄に定める額を法第31条に規定する市町村が定め

る額（以下「介護給付費等の額の特例」という。）とする。ただし、同表の２以上の項に

該当する場合においては、これらの項に同表１の項が含まれるときは同項のみに、同項が

含まれないときは同表３の項のみに該当するものとする。 

番号 事由 期間 額 

1 介護給付費等の額の特

例の適用を受けようと

する支給決定障害者等

又はその属する世帯の

生計を主として維持す

全壊、全焼、流失その

他これらに類する被害 

被害を受けた日の属す

る月の翌月から6月以

内の期間（介護給付費

等の額の特例の適用を

受けた者が生活保護法

0 
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る者（以下「主たる生

計維持者」という。）

の居住する住宅又はそ

の所有する家財その他

の財産が、震災、風水

害、火災その他これら

に類する災害により被

害を受けたこと。 

（昭和25年法律第144

号）による保護を受け

ている期間（保護を開

始した日の属する月を

含み、停止又は廃止し

た日の属する月を除

く。）又は中国残留邦

人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した

中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成6年

法律第30号）による支

援給付を受けている期

間（支援給付を開始し

た日の属する月を含

み、停止又は廃止した

日の属する月を除く。）

を除く。以下この表に

おいて同じ。） 

半壊、半焼その他これ

らに類する被害 

被害を受けた日の属す

る月の翌月から6月以

内の期間 

法第29条第3

項第2号又は

法第30条第3

項の政令で定

める額の2分

の1に相当す

る額（当該政

令で定める額

の2分の1に

相当する額が

法第29条第3
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項第1号又は

法第30条第3

項第1号若し

くは第2号に

掲げる額の

100分の5に

相当する額を

超えるとき

は、当該相当

する額） 

2 主たる生計維持者の心身の重大な障害若しくは

長期間の入院、事業若しくは業務の休廃止、事

業における著しい損失、失業又は干ばつ、冷害、

凍霜害等による農作物の不作、不漁その他これ

らに類する理由（以下「収入減少理由」という。）

により、主たる生計維持者の当該年（収入減少

理由の生じた日の属する年（収入減少理由の生

じた日が1月から3月までの間である場合にあ

っては、その前年）をいう。以下この表におい

て同じ。）の所得について算定した地方税法（昭

和25年法律第226号）第292条第1項第13号に規

定する合計所得金額（以下「合計所得金額」と

いう。）の見込額（以下「当該年合計所得見込

額」という。）が前年（当該年の前年をいう。）

の所得について算定した合計所得金額（以下「前

年合計所得金額」という。）に比し2分の1以下

に減少し、又はその者の翌年（当該年の翌年を

いう。）の所得について算定した合計所得金額

の見込額（以下「翌年合計所得見込額」という。）

が当該年合計所得見込額に比し2分の1以下に

減少し、かつ、次の各号のいずれにも該当する

申請の日の属する月の

翌月から6月以内の期

間 

法第29条第3

項第2号又は

法第30条第3

項の政令で定

める額の2分

の1に相当す

る額（当該政

令で定める額

の2分の1に

相当する額が

法第29条第3

項第1号又は

法第30条第3

項第1号若し

くは第2号に

掲げる額の

100分の5に

相当する額を

超えるとき

は、当該相当

する額） 
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こと。 

(1) 介護給付費等の額の特例の適用を受けよ

うとする支給決定障害者等の前年合計所得金

額が135万円以下であること。 

(2) 主たる生計維持者の前年合計所得金額が

169万円（主たる生計維持者が収入減少理由

の生じた日において支給決定障害者等である

ときは135万円）以下であること。 

(3) 次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次

に掲げる金額が110万円以下であること。 

ア 主たる生計維持者の当該年合計所得見込

額が前年合計所得金額に比し2分の1以下

に減少する場合（イに該当する場合を除

く。） 介護給付費等の額の特例の適用を

受けようとする支給決定障害者等の属する

世帯の世帯主及び世帯員（以下この表にお

いて「全世帯員」という。）の当該年合計

所得見込額の合算額 

イ 主たる生計維持者の翌年合計所得見込額

が当該年合計所得見込額に比し2分の1以

下に減少する場合 全世帯員の翌年合計所

得見込額の合算額 

3 主たる生計維持者が死亡した場合であって、2

の項第1号及び第2号に該当し、かつ、全世帯員

（当該主たる生計維持者を除く。）の当該年合

計所得見込額の合算額が110万円以下であるこ

と。 

２ 介護給付費等の額の特例は、前項の表の中欄に定める期間内に支給の申請があった介護

給付費等について適用する。 

３ 第１項の表２の項又は３の項の規定に該当することにより介護給付費等の額の特例の

適用を受けた者は、当該適用に係る収入減少理由が生じた日又は主たる生計維持者の死亡
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の日から１年を経過しない間において生じた別の収入減少理由又は主たる生計維持者の

死亡に係る事由により介護給付費等の額の特例の適用を受けることができない。 

４ 第１項の表２の項又は３の項の規定に該当することによる介護給付費等の額の特例の

適用には、条件を付すことができる。 

（令３規則86・一部改正） 

（介護給付費等の額の特例の申請） 

第14条 条例第４条第２項に規定する申請書は、介護給付費等利用者負担額特例減額・免

除申請書とし、区長に提出するものとする。 

２ 前条第１項の表２の項又は３の項に該当することによる介護給付費等の額の特例の適

用に係る申請は、収入減少理由の生じた日又は主たる生計維持者の死亡の日から６月以内

に行わなければならない。 

３ 第１項の申請書を受け付けた区長は、申請を承認したときは介護給付費等利用者負担額

特例減額・免除認定証を申請者に交付する。 

（介護給付費等の額の特例の取消し） 

第15条 区長は、介護給付費等の額の特例の適用を受けた者が次のいずれかに該当すると

認められる場合においては、介護給付費等の額の特例の適用を取り消すことができる。 

(1) 介護給付費等の額の特例の適用を受けた者又はその属する世帯の世帯主及び世帯員

の収入その他の事情が変化したため、当該特例の適用を行う必要がなくなったとき。 

(2) 介護給付費等の額の特例の申請に際し、偽りその他不正の行為があったとき。 

（地域相談支援給付決定の申請） 

第15条の２ 法第51条の５第１項に規定する地域相談支援給付費等の支給を受けようとす

るときは、介護給付費・訓練等給付費・特定障害者特別給付費・地域相談支援給付費・療

養介護医療費支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書に地域相談支援受給者証を添

付して区長に提出しなければならない。ただし、地域相談支援受給者証の交付を受けてい

ない障害者が支給を受けようとするときは、地域相談支援受給者証の添付を要しない。 

２ 前項の申請書を受け付けた区長は、法第51条の７第１項の規定による給付要否決定を

行い、申請の全部又は一部を承認したときは介護給付費・訓練等給付費・特定障害者特別

給付費・地域相談支援給付費・療養介護医療費支給決定等通知書兼利用者負担額減額・免

除等決定通知書及び地域相談支援受給者証を、承認しなかったときは却下決定通知書を速

やかに申請者に交付する。 

（地域相談支援給付決定の取消し） 
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第16条 区長は、法第51条の10第１項の規定により地域相談支援給付決定を取り消したと

きは、支給決定等取消通知書により地域相談支援給付決定障害者（法第５条第24項に規

定する地域相談支援給付決定障害者をいう。）に通知するものとする。 

（令７規則102・一部改正） 

（申請内容の変更の届出） 

第16条の２ 政令第26条の７の規定による届出は、申請内容変更届出書により行うものと

する。 

（計画相談支援給付費等の支給申請） 

第16条の３ 法第51条の17第１項に規定する計画相談支援給付費の支給又は法第51条の

18第１項に規定する特例計画相談支援給付費の支給を受けようとするときは、計画相談

支援給付費支給申請書に受給者証又は地域相談支援受給者証を添付して、区長に提出しな

ければならない。ただし、受給者証又は地域相談支援受給者証の交付を受けていない障害

者又は障害児の保護者が支給を受けようとするときは、受給者証又は地域相談支援受給者

証の添付を要しない。 

２ 前項の申請書を受け付けた区長は、支給の要否の決定を行い、その旨を計画相談支援給

付費支給（不支給）決定通知書により速やかに申請者に通知する。 

（支給認定の申請） 

第17条 法第53条第１項又は第56条第１項の規定により、支給認定又は支給認定の変更を

受けようとするときは、自立支援医療費支給認定申請書（新規・再認定・変更）に自立支

援医療受給者証を添付して区長（政令第１条の２第１号又は第３号に規定する育成医療又

は精神通院医療にあっては、区長を経由して市長）に提出しなければならない。ただし、

自立支援医療受給者証の交付を受けていない障害者又は障害児の保護者が支給認定を受

けようとするときは、自立支援医療受給者証の添付を要しない。 

２ 前項の申請書を受け付けた区長又は市長は、申請を承認したときは自立支援医療受給者

証を、承認しなかったときは自立支援医療費却下決定通知書を速やかに申請者に交付する。 

（補装具費の支給申請） 

第17条の２ 法第76条第１項に規定する補装具費の支給を受けようとするときは、補装具

費支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書を区長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書を受け付けた区長は、申請の全部又は一部を承認したときは補装具費支給

決定通知書兼利用者負担額減額・免除等決定通知書及び補装具費支給券を、承認しなかっ

たときは補装具費却下決定通知書を速やかに申請者に交付する。 
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（高額障害福祉サービス等給付費の支給申請） 

第17条の３ 法第76条の２第１項に規定する高額障害福祉サービス等給付費の支給を受け

ようとするときは、高額障害福祉サービス等給付費支給申請書に受給者証を添付して、区

長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書を受け付けた区長は、支給の要否の決定を行い、その旨を高額障害福祉サ

ービス等給付費支給（不支給）決定通知書により速やかに申請者に通知する。 

（身分証明書） 

第18条 法第20条第２項又は第３項（法第24条第３項、法第51条の６第２項及び法第51条

の９第３項においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定により調査を行う者は、

その身分を証明する証票を携帯しなければならない。 

（過料） 

第19条 条例第５条から第７条までの規定により過料を科する場合においては、区長は、

自立支援給付過料決定通知書を発し、名古屋市会計規則（昭和39年名古屋市規則第５号）

に定める納入通知書により徴収する。 

（様式） 

第20条 本市が行う自立支援給付に用いる申請書その他の諸様式は、次に定めるところに

よる。 

(1) 介護給付費・訓練等給付費・特定障害者特別給付費・地域相談支援給付費・療養介

護医療費支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書 第１号様式 

(2) 障害福祉サービス受給者証（Ⅰ） 第２号様式 

(2)の2 障害福祉サービス受給者証（Ⅱ） 第２号様式の２ 

(3) 障害福祉サービス受給者証（事業者記入欄別冊） 第３号様式 

(4) 障害支援区分認定通知書 第４号様式 

(5) 障害支援区分認定非該当通知書 第５号様式 

(6) 介護給付費・訓練等給付費・特定障害者特別給付費・地域相談支援給付費・療養介

護医療費支給決定等通知書兼利用者負担額減額・免除等決定通知書 第６号様式 

(6)の2 療養介護医療受給者証 第６号様式の２ 

(7) 却下決定通知書 第７号様式 

(8) 支給決定等取消通知書 第８号様式 

(9) 申請内容変更届出書 第９号様式 

(10) 収入申告書 第10号様式 
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(11) 介護給付費等利用者負担額特例減額・免除申請書 第11号様式 

(12) 介護給付費等利用者負担額特例減額・免除認定証 第12号様式 

(12)の2 地域相談支援受給者証 第12号様式の２ 

(12)の3 地域相談支援受給者証（一般相談支援事業者記載欄別冊） 第12号様式の３ 

(13) 計画相談支援給付費支給申請書 第13号様式 

(14) 計画相談支援給付費支給（不支給）決定通知書 第14号様式 

(15) 自立支援医療費支給認定申請書（新規・再認定・変更）（育成医療用） 第15号様

式 

(16) 自立支援医療費支給認定申請書（新規・再認定・変更）（更生医療用） 第16号様

式 

(17) 自立支援医療費支給認定申請書（新規・再認定・変更）（精神通院医療用） 第17

号様式 

(18) 自立支援医療受給者証（育成医療用） 第18号様式 

(19) 自立支援医療受給者証（更生医療用） 第19号様式 

(20) 自立支援医療受給者証（精神通院医療用） 第20号様式 

(21) 自立支援医療費却下決定通知書 第21号様式 

(21)の2 補装具費支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書 第21号様式の２ 

(21)の3 補装具費支給決定通知書兼利用者負担額減額・免除等決定通知書 第21号様式

の３ 

(21)の4 補装具費支給券 第21号様式の４ 

(21)の4の2 補装具費支給券 第21号様式の４の２ 

(21)の4の3 補装具費支給券 第21号様式の４の３ 

(21)の5 補装具費却下決定通知書 第21号様式の５ 

(21)の6 政令第47条第１項に規定する高額障害福祉サービス等給付費支給申請書 第

21号様式の６ 

(21)の6の2 政令第47条第６項に規定する高額障害福祉サービス等給付費支給申請書 

第21号様式の６の２ 

(21)の7 高額障害福祉サービス等給付費支給（不支給）決定通知書 第21号様式の７ 

(22) 自立支援給付過料決定通知書 第22号様式 

（令８規則70・一部改正） 

（委任） 
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第21条 この規則の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年規則第165号） 

１ この規則は、平成18年10月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者自立支援法施行細則

（以下「旧規則」という。）の規定に基づいて提出されている申請書及び届は、この規則

による改正後の名古屋市障害者自立支援法施行細則（以下「新規則」という。）の規定に

基づいて提出されたものとみなす。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて交付されている通知書は、新規則の規

定に基づいて交付されたものとみなす。 

４ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて作成されている用紙で残量のあるも

のについては、新規則の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。 

附 則（平成19年規則第40号） 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者自立支援法施行細則

の規定に基づいて提出されている申請書及び届は、この規則による改正後の名古屋市障害

者自立支援法施行細則の規定に基づいて提出されたものとみなす。 

附 則（平成19年規則第97号）抄 

１ この規則は、平成19年７月１日から施行する。 

３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者自立支援法施行細則

の規定に基づいて提出されている申請書は、この規則による改正後の名古屋市障害者自立

支援法施行細則の規定に基づいて提出されたものとみなす。 

附 則（平成20年規則第49号） 

この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年規則第102号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者自立支援法施行細則

（以下「旧規則」という。）の規定に基づいて交付されている受給者証であって、現に効

力を有するものは、この規則による改正後の名古屋市障害者自立支援法施行細則（以下「新

規則」という。）の規定にかかわらず、そのものの有効期限内に限り、なおその効力を有
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する。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて提出されている申請書、届出書及び申

告書は、新規則の規定に基づいて提出されたものとみなす。 

４ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて交付されている通知書は、新規則の規

定に基づいて交付されたものとみなす。 

附 則（平成21年規則第77号） 

１ この規則は、平成21年７月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者自立支援法施行細則

（以下「旧規則」という。）の規定に基づいて提出されている申請書及び申告書は、この

規則による改正後の名古屋市障害者自立支援法施行細則（以下「新規則」という。）の規

定に基づいて提出されたものとみなす。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて交付されている通知書等は、新規則の

規定に基づいて交付されたものとみなす。 

附 則（平成22年規則第66号） 

１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者自立支援法施行細則

（以下「旧規則」という。）の規定に基づいて交付されている受給者証であって、現に効

力を有するものは、この規則による改正後の名古屋市障害者自立支援法施行細則（以下「新

規則」という。）の規定にかかわらず、そのものの有効期限内に限り、なおその効力を有

する。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて提出されている申請書は、新規則の規

定に基づいて提出されたものとみなす。 

４ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて作成されている用紙で残量のあるも

のについては、新規則の規定にかかわらず、当分の間、修正して使用することができる。 

附 則（平成23年規則第78号） 

１ この規則は、平成23年10月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者自立支援法施行細則

の規定に基づいて提出されている申請書は、この規則による改正後の名古屋市障害者自立

支援法施行細則の規定に基づいて提出されたものとみなす。 

附 則（平成24年規則第80号） 

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。 
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２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者自立支援法施行細則

（以下「旧規則」という。）の規定に基づいて交付されている受給者証であって、現に効

力を有するものは、この規則による改正後の名古屋市障害者自立支援法施行細則（以下「新

規則」という。）の規定にかかわらず、そのものの有効期限内に限り、なおその効力を有

する。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて提出されている申請書は、新規則の規

定に基づいて提出されたものとみなす。 

４ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて交付されている通知書は、新規則の規

定に基づいて交付されたものとみなす。 

附 則（平成25年規則第33号） 

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者自立支援法施行細則

（以下「旧規則」という。）の規定に基づいて交付されている受給者証であって、現に効

力を有するものは、この規則による改正後の名古屋市障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律施行細則（以下「新規則」という。）の規定にかかわらず、そ

のものの有効期限内に限り、なおその効力を有する。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて交付されている通知書は、新規則の規

定に基づいて交付されたものとみなす。 

４ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて提出されている申請書は、新規則の規

定に基づいて提出されたものとみなす。 

５ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて作成されている用紙で残量のあるも

のについては、新規則の規定にかかわらず、当分の間、修正して使用することができる。 

附 則（平成26年規則第23号） 

１ この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下「旧規則」という。）の規定に基づい

て交付されている受給者証であって、現に効力を有するものは、この規則による改正後の

名古屋市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下

「新規則」という。）の規定にかかわらず、そのものの有効期限内に限り、なおその効力

を有する。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて提出されている申請書は、新規則の規
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定に基づいて提出されたものとみなす。 

４ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて交付されている通知書は、新規則の規

定に基づいて交付されたものとみなす。 

５ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて作成されている用紙で残量のあるも

のについては、新規則の規定にかかわらず、当分の間、修正して使用することができる。 

附 則（平成26年規則第85号） 

１ この規則は、平成26年10月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律施行細則及び名古屋市心身障害者扶養共済事業条例

施行細則の規定に基づいて提出されている申請書は、この規則による改正後の名古屋市障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則及び名古屋市心身

障害者扶養共済事業条例施行細則の規定に基づいて提出されたものとみなす。 

附 則（平成26年規則第111号） 

１ この規則は、平成27年１月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律施行細則の規定に基づいて提出されている申請書は、

この規則による改正後の名古屋市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律施行細則の規定に基づいて提出されたものとみなす。 

附 則（平成27年規則第104号） 

１ この規則は、平成28年１月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の各規則の規定に基づいて提出されて

いる届、申請書等は、この規則による改正後の各規則の規定に基づいて提出されたものと

みなす。 

３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の各規則の規定に基づいて作成されて

いる用紙は、この規則による改正後の各規則の規定にかかわらず、当分の間、修正して使

用することができる。 

附 則（平成28年規則第37号）抄 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年規則第42号） 

１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者の日常生活及び社会



15/67 

生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下「旧規則」という。）の規定に基づい

て交付されている受給者証であって、現に効力を有するものは、この規則による改正後の

名古屋市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下

「新規則」という。）の規定にかかわらず、そのものの有効期限内に限り、なおその効力

を有する。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて提出されている申請書は、新規則の規

定に基づいて提出されたものとみなす。 

４ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて作成されている用紙は、新規則の規定

にかかわらず、当分の間、修正して使用することができる。 

附 則（平成30年規則第70号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第20号様式（裏）注意事項の改正規定

は、平成30年５月７日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下「旧規則」という。）の規定に基づい

て交付されている受給者証であって、現に効力を有するものは、この規則による改正後の

名古屋市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下

「新規則」という。）の規定にかかわらず、そのものの有効期限内に限り、なおその効力

を有する。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて提出されている申請書は、新規則の規

定に基づいて提出されたものとみなす。 

４ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて交付されている通知書及び支給券は、

新規則の規定に基づいて交付されたものとみなす。 

５ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて作成されている用紙は、新規則の規定

にかかわらず、当分の間、修正して使用することができる。 

附 則（令和元年規則第11号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則（令和２年規則第24号） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に第１条の規定による改正前の名古屋市障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下「旧規則」という。）の規定に基

づいて交付されている受給者証であって、現に効力を有するものは、同条の規定による改
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正後の名古屋市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則

（以下「新規則」という。）の規定にかかわらず、そのものの有効期限内に限り、なおそ

の効力を有する。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて作成されている用紙は、新規則の規定

にかかわらず、当分の間、修正して使用することができる。 

附 則（令和２年規則第94号） 

１ この規則は、令和２年７月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下「旧規則」という。）の規定に基づい

て交付されている受給者証であって、現に効力を有するものは、この規則による改正後の

名古屋市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下

「新規則」という。）の規定にかかわらず、そのものの有効期限内に限り、なおその効力

を有する。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて提出されている申請書は、新規則の規

定に基づいて提出されたものとみなす。 

４ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて作成されている用紙は、新規則の規定

にかかわらず、当分の間、修正して使用することができる。 

附 則（令和２年規則第123号） 

１ この規則は、令和２年12月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の各規則の規定に基づいて提出されて

いる申請書等は、この規則による改正後の各規則の規定に基づいて提出されたものとみな

す。 

３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の各規則の規定に基づいて作成されて

いる用紙は、この規則による改正後の各規則の規定にかかわらず、当分の間、修正して使

用することができる。 

附 則（令和３年規則第48号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の各規則の規定に基づいて提出されて

いる申請書等は、この規則による改正後の各規則の規定に基づいて提出されたものとみな

す。 

３ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の各規則の規定に基づいて作成されて
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いる用紙は、この規則による改正後の各規則の規定にかかわらず、当分の間、修正して使

用することができる。 

附 則（令和３年規則第86号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の名古屋市障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下「新規則」という。）の規定

は、令和２年４月１日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日から令和３年３月31日までの間において、新規則第13条第１項の表の左欄に掲

げる事由に該当することとなった場合における同項の規定の適用については、同表中「に

規定する合計所得金額（」とあるのは「に規定する合計所得金額（令和元年12月31日に

おいて適用されていた所得税法（昭和40年法律第33号）その他の所得税に関する法令で

定めるところにより算定したものをいう。」と、「135万円」とあるのは「125万円」と、

「169万円」とあるのは「159万円」と、「110万円」とあるのは「100万円」とする。 

附 則（令和６年規則第103号）抄 

１ この規則は、令和６年12月２日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ この規則の施行の際現に第２条の規定による改正前の名古屋市障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の規定に基づいて交付されている受給

者証であって、現に効力を有するものは、同条の規定による改正後の名古屋市障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の規定にかかわらず、そのも

のの有効期限内に限り、なおその効力を有する。 

３ この規則の施行の際現に行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に

関する省令（令和６年厚生労働省令第119号）第３条の規定による改正前の国民健康保険

法施行規則（昭和33年厚生省令第53号）第６条の規定により被保険者証等の交付を受け

ている世帯主が施行日以後に当該被保険者証等を返還する場合における当該返還に関す

る職務は、当該世帯主が現に有する住所（国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第116

条の２の規定の適用がある世帯主にあっては、本市の区域内において最後に有していた住

所）の区域を所管する区長が行うものとする。 

７ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の各規則の規定に基づいて提出されて

いる届、申請書等は、この規則による改正後の各規則の規定に基づいて提出されたものと

みなす。 

８ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の各規則の規定に基づいて作成されて



18/67 

いる用紙は、この規則による改正後の各規則の規定にかかわらず、当分の間、修正して使

用することができる。 

附 則（令和７年規則第68号）抄 

１ この規則は、令和７年６月１日から施行する。 

３ この規則の施行の際現に第２条の規定による改正前の名古屋市障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の規定に基づいて交付されている認定

証であって、現に効力を有するものは、同条の規定による改正後の名古屋市障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の規定にかかわらず、そのもの

の有効期限内に限り、なおその効力を有する。 

６ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の各規則の規定に基づいて作成されて

いる用紙は、この規則による改正後の各規則の規定にかかわらず、当分の間、修正して使

用することができる。 

附 則（令和７年規則第102号） 

１ この規則は、令和７年10月１日から施行する。ただし、第１条中名古屋市障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則第１号様式の改正規定（「80

万円」を「809,000円」に改める部分に限る。）並びに次項及び附則第３項の規定は、公

布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下「旧規則」という。）の規定に基づい

て提出されている申請書は、この規則による改正後の名古屋市障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下「新規則」という。）の規定に基づい

て提出されたものとみなす。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて作成されている用紙は、新規則の規定

にかかわらず、当分の間、修正して使用することができる。 

附 則（令和８年規則第70号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下「旧規則」という。）の規定に基づい

て交付されている受給者証であって、現に効力を有するものは、この規則による改正後の

名古屋市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下

「新規則」という。）の規定にかかわらず、そのものの有効期限内に限り、なおその効力
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を有する。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて提出されている申請書は、新規則の規

定に基づいて提出されたものとみなす。 

附 則（令和８年規則第100号） 

１ この規則は、令和８年９月１日から施行する。ただし、第１号様式の改正規定並びに次

項及び附則第３項の規定は、同年７月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の名古屋市障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下「旧規則」という。）の規定に基づい

て提出されている申請書は、この規則による改正後の名古屋市障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律施行細則（以下「新規則」という。）の規定に基づい

て提出されたものとみなす。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて作成されている用紙は、新規則の規定

にかかわらず、当分の間、修正して使用することができる。 
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第１号様式 

（令６規則103・令７規則102・令８規則100・一部改正） 

第２号様式 

（令２規則24・令６規則103・一部改正） 

第２号様式の２ 

（令２規則24・令６規則103・一部改正） 

第３号様式 

（令２規則123・令８規則70・一部改正） 

第４号様式 

第５号様式 

第６号様式 

第６号様式の２ 

（令６規則103・一部改正） 

第７号様式 

第８号様式 

第９号様式 

第10号様式 

第11号様式 

第12号様式 

（令７規則68・一部改正） 

第12号様式の２ 

（令２規則24・一部改正） 

第12号様式の３ 

（令２規則24・令２規則123・一部改正） 

第13号様式 

第14号様式 

第15号様式 

（令２規則94・令３規則48・令６規則103・一部改正） 

第16号様式 

（令２規則94・令３規則48・令６規則103・一部改正） 

第17号様式 
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（令２規則94・令３規則48・令６規則103・一部改正） 

第18号様式 

（令２規則94・令６規則103・一部改正） 

第19号様式 

（令２規則94・令６規則103・一部改正） 

第20号様式 

（令２規則24・令２規則94・令６規則103・一部改正） 

第21号様式 

第21号様式の２ 

第21号様式の３ 

第21号様式の４ 

（令３規則48・一部改正） 

第21号様式の４の２ 

第21号様式の４の３ 

（令３規則48・一部改正） 

第21号様式の５ 

第21号様式の６ 

（令８規則70・一部改正） 

第21号様式の６の２ 

（令８規則70・一部改正） 

第21号様式の７ 

第22号様式 

 


